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EECの域内貿易と関税同盟

行沢健一

I 本 稿 の 目 的

本稿の目的は， EEC発足以来の域内貿易の動向を考察し，そのうえで，と

くに工業品輸入の域内集中化傾向と域内・域外の関税格差との関連壱検討しよ

うとする午とにある。 ιのうちの後者の作業と同種の作業は，かつ亡筆者によ

って1961年までの資料にもとづいて行なわれた己とがある九今回は， その時

点、よりもいっそう域内関税と域外関税との開きが大きくなった1965年について

同様のことを確かめようとするものである。

また，筆者は昨年日ソ経済学者の研究会で， EECの論理と現実にかんする

報告壱行なったのが， そとでEECの現実について論じた箇所では EECの

域内貿易と関税同開との関連については詳細に述べることができず，結論のみ

に言及するにとどまった。この点でみると本稿の内容はこの論証部分を補うと

いう位置づけをもつものである。

まず問題の出発点として，域内貿易がEECの輸出および輸入総額に占める

シェアの動きを概観してみよう。

J[ EECの域内貿易の動向

第 l表は EECが1958年に発足して以来の域内貿易の足どりを EECの総輸

出入額との関連で示している。表の(a)欄の域内貿易額は1966年に至るまでは前

年比成長率が低L、年でも 100/0を下廻ることがなかったことを示している。こう

1) 行沢健三. r欧州共同市場の第一段暗における関税と貿晶J.京都大学経済研究所研究報告
I， 196:年同月。またその概要は『産関評論JJ1963年11月号に発表。

2) 行沢健三a 現代資本主義と経済統合その理論と現実経済評論J1968年s月臨時増刊号

に報告と討論が載せられている。
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第1喪 RRCの域内貿易のグェア
(貿晶額は fob，単位100万ドル)

1同日Cの1:口 Cの|和)EECり 1臨島のシェ量ア 1時 易の[(aシ)/(ェc)長ア
域内貿易 輸入総額 輸出総額 [(吋パb)] I [(a)/(c)J 

1958 7，530 21，590 23，400 34.9% 32.2% 

1959 8，4日目 23，110 25，440 36.3 33.0 

1960 10，210 27，460 29，730 37.2 34.3 

1961 11，850 30，050 32，320 39.4 36.7 

1962 13，550 33.130 34.200 40.9 39.6 

1963 15，920 38，530 37，550 41.3 42.4 

1964 18，390 43，080 42，560 42.7 43.2 

1965 20.820 46.670 47，9α〕 44.6 43.5 

1966 23，230 50，870 52，640 45.7 44.1 

1967 24，510 52，610 56，140 46.6 43.7 

1968( 1 ~6 月〉 13，471 28，589 引1，245 47.1 44.5 

資料 M四 /hlyBulle加。IfStatistics， March 1964 and 1969 ;DwuAio唱。IfT:畑出.Nov.1969 

して E E Cの貿易において域内貿易の占める比重が増大してゆ〈のであるが，

これを哀の(ゆ欄の輸入についてみると， EECの世界からの輸入額に占める加

盟国からの輸入額のV=アは1958年の34.90/0からすうせい的に高まり， 1968年

前半では47.1%に違ている。他所で輸出においても域内への依存度が高まり，

委の(e)欄に示されるように， EECの世界に対する輸出額のうち加盟国向けの

輸出額の占めるV ェアは 1958年の 32.2%から1968年前半の44.5%まで高まって

いる。ただL"域内への輸出γ ェアの増大は， 1964年頃から頭うちの傾向を見

せはじめていることも表の数値から読みとれるのである。これは， EECの所

得ひいては輸入の成長率の鈍化傾向と関連をもち，相対的に域外への依存が重

要になってくることの反映である。今後の動向も，この点では， EECの成長

率に依存するところが大きいといえよう。

以上においては， EECの商品貿易を一括して扱ったのであるが，商品類別

に同様のV ェアの動きを検討してみると若干の興味深い特徴が明らかになる

〈第2表参照)。まず第一に目につくことは， 域内貿易の-/""アについての一次
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産品 (SITCO~4 類)と工業品 (S 1 TC 5.~8 煩)との対照である。すなわ

ち，一次産品においては，域内輸入のV:IOアの絶対水準は低〈対域外輸出のシ

ェアのそれは高いが，これに対して工業品においてはちょうどその逆である。

このことは一次産品において，輸出の域外での競争力が相対的に乏しいことの

表現と受けとってよかろう。

つぎに，いくつかの商品類において域内貿易のγzアの増大傾向の頭うちの

徴候が示されてし、る。域内からの輸入の γ ェアにつし、てみると原油の供給に依

存するとみられる鉱物位燃料は別にしても，機械・輸送具につレてみると域内

輸入のジ ι アとしては1965年壱ピーグとして以後一進一退の状況が続いている。

他方輸出の中で域内貿易の占める γ ヱアでは原材料・油脂，機械・輸送具，原

料 ~IJ製品お上び雑品で頭うちの現象が示古れている。もっとも輪開 γ てアのは

あいには，上述のように EECじしんの成長率の低下が重要な要因であるが，

機械・輸送具では域内輸出のγ ェアはすでに1963年にピ クを迎えているので

ある。

以上の考察は， EECの輸出入の域内貿易への依存度の増大がやがて一つの

ピーグを迎えるだろうということ壱示唆 Fるものと解されよれ しかし，当面

のところ全貿易あるいは工業品貿易でみても域内貿易への依存度の増大は最近

までの顕著な特色のーっといえよう。本稿ではそのうち工業品の輸入における

域内貿易への依存度の増大が関税同盟の完成に庇つての進行とどのように関連

づけられるかを確かめることを主な課題とするのであるぺ

E 関税格差と域内輸入依存度の増大

1lI-1 問題の設定

作業開始時における入手可能な資料の関係でEECの発足時1958年の輸入貿

3) ざさにふれたように筆者はすでに同様の調査作業を1961午までの資料について訂なったがj そ

のさいには関税の域内外の格差と輸入の域内貿易への依存庄司増大との聞に相闘は認められなか

った。ただしそのさいには関税の域内外の格差は未だ平均して3.5%程度であったので!この格差

が更に大きくなったさいにはその域内輸入への集中に対する影響は強まるだろうとの予想を若干

の根拠とともに述べておいたのである。
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易に対して1965年の輸入貿易の数値を比較することにする O その聞の工業品の

域内輸入への依存度の増大はさきにシェアの変化で示したが，輸入価額指数で

みると第 3表の通りであり，工業品全体としては全世界からの輸入額は2.9倍に

のびたが， 域内からの輸入は3.4倍， 域外からのそれは2.4倍と輸入の域内への

依存度の著しし、増大が記録されたのである。輸入の域内への依存度の増大を域

内からの輸入E と域外からの輸入Rのそれぞれ成長率の比率として示すと第 3

表(d)の域内輸入集中係数の通りとなる。

第3表 EECの工業品類別，相手地域別輸入額指数
1965/1958 (%) 

)内で名と¥と¥守ζ二?i~一E供荷給国量(a)世界 (b)E E C (c)域外国 I(d)域集内中輸係入数

W1/Wo EdEo R，f R. (b)/(c) 

化学工業品 D 269 337 220 153 

原料別製品 6 261 302 225 134 

機械輸送具 7 300 348 248 140 

8 413 436 383 114 

工薬品計 5~8 281 335 244 137 

資料 Sta.tIstico.l Of負担 ofthe EEC， FOYBig仰 Trade，Ana!戸1"calTables， Import 1958 
and 1965. 

他方で. 1965年はEEじの第二段階の最終年に当り，各国の関税は. 1965年

l月1日現在で，域内からの輸入に対しては，発足時の基準関税から700/0引下げ

られており，域外からの輸入に対する関税は，対外共通関税に向って60%接近

した状態にあれその税率は年聞を通じて変化がなかった。この状況を仮設商

品の例で示すと第 4表の通りである。すなわち，この商品の1957年1月1日にお

ける関税率が表の(a)j閑の通りであったとすると対外共通関税はその算術平均と

して20%となり，関税関盟が完成すると域内からの輸入に対する関税はゼロと

なるので.EEC  6カ函の輸入において，加盟国の商品は域外からの同種商品に

対して関税の点で従価で20%有利となるo ところで1965年では域内関税ではゼ

ロに700/0接近して(c)欄の通りとなり，域外関税は対外共通関税に600/0按近して

Cd欄の通りとなり，差ヲ|き域内商品は(e)欄のように有利な関税差別を亭受して
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第4表 1965年における内外関税差，仮設商品

西ドイツ

フランス

イタリー

ヘネルッグス

いることになるわけでめる。

13.5 

20.5 

15.0 

13.0 

このような関税格差は EECの輸入において，域内の生産物を価格競争にお

いてそれだけ有利にすることはいうまでもない。ところでこの関税格差という

要因がどれだけ上述の EECの輸入の域内集中町事後的な数値に影響している

だろうか。とのととを両者の相闘の見地から検討する土とをととでの作業の課

題としよう。

ところで，域内外のの関税差は第4表の仮設例でもわかるように，商品別に

異なるだけでなく関税同盟の完成以前では国別(正確には関税領域別)に異な

るのである。そこで国別・商品別の域内外関税格差と域内輸入集中係数との相

関を検討することが課題として設定される。具体的に言えば，域内外関税格差

の大きい品目ほど輸入の域内集中係数が高いかどうかが検討の課題である。

ffi-2 作業の細目

各国において，関税差は関税賦課の単位品目毎に異なるのであるから，ここ

での相関の検討はできるだけ細目の品目について行なうことが望ましい。とこ

ろで， 1958年と1965年の両年次を比較しうる貿易統計で最も詳細なのは EEC

の統計局の Foγ回g旬 T叩 de.Aηa，lytical Table， Importの当該年次号とみなさ

れるが，その1958年では品目別統計は CST的 4桁のコードで示されており，

したがってここでの作業の単位品目は 4桁コードの品目ということになった。

以上のうえで問題の設定を記号でのべておこう。 ドイツ，イタリー，フヲン

λ ，オラ y ダ，ベノレギー・ノレクセンプノレグの 5つの貿易地域の各々における工
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業品の 4桁コ-vの品目の輸入額につき世界からの輸入壱 W，そのうち EEC

からの輸入をど， 域外からの輸入を Eとし，添字0は1958年， 1は1965年とす

る。 そのとき域内の輸入の成長率 EdEoと域外からのそれ RtlRoの比率を示

E. /Rー

す域内輸入集中係数百/記号以"域内貿易の比重増大の指標とする。

つぎに，域内からの輸入に対する関税率九と域外からの輸入に対する関税

率乙との差， つまり域内外関税差 TT-T~ は， 1958年ではゼロで1965年に

おいては100/'0内外の水準に達している。 いま各国別に 4桁の品目についての

T"ー T"を求めれば，検討する課題は域内外関税差 Tc1-T"1 と域内輸入集中係

'"ー/日
数 E:/R~ との相関の存否であるということになる。 ところで実際の関税賦課

の単位品目はCST4桁分類よりも細古川、レペルで分類されている。他方1965年

についてはEECの貿易統計は上述の資料では 5指分類で示されているのである。

そこで 5桁よりも細かい品目の関税率についてはその算術平均によってCST

5桁分類品目に対応する関税率を得，つぎに 5桁品目の関税率を1965年におけ

る域内からの輸入額L で加重して A桁品目に対応する関税率を得たのである o

III-3 作業結果

以上のようにして各国別に，工業品に関しての CST4桁分類品目のすべて

についての1965年の域内外関税差 (Eurotari[f， 1965による)と 1958年から 1965年

にかけての輸入集中係数がえられた。これらのうち，相関を検出すべき品目を

定めるに当って次の品目を除外した。

(イ) 域内外関税差の 4桁品目への集約の過程で誤差のλるおそれの大きいも

の。すなわち 5桁分類よりも細かし、分類の品目が3以上あわかっそれぞれ

4)' EECの統計局で採用した貿易及関税用商品分類口assificationStatistique et Tanfaire， 
pour le Commerce International の略号がCSTである。 1958年では貿易商品分類としては
一般に改訂前の国際標準商品分類 (Standard!nternational Trade Cla聞 fication戸ー.srTC)

が用いられていたが.EEC統計局はプヲツセル関税分類 (B古 N)との照合において SITC

よりも便利であり，かつ，国際貿易に畳場した新しい品目に適応するためにプラステ 4ツタ製品
や機倣類などの分類編成に工夫を払って独自の商品分類CSTを臨吊したのである。 ιのCST

は， その後改訂された SITCと殆んど同じであヮてj とくに 4桁までは完全に合致する。
CSTの詳細については次を参照。 StatistischesAmt der Europaischen Gemeillschaften. 

Internationales Warenverzeichnis fur den Ausenhandel， Brussel， .1961 
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の関税差の開きが大きい品目のぱあい。

(ロ) 1965年の域内外関税差がゼロの品H

付 欧州石炭鉄鋼共同体 (ιcs C) の対象品目。 これらはすでに共同市場

の影響を受けてしまっている。具体的には. C S T67の鉄鋼製品。

付 1958年の域内あるいは域外からの輸入額 (Roないし E") が10万ドル未

満の品目。こうしたばあい，輸入額の成長率を算出する基準年においてその商

品は供給体制のある程度の確立に達していないとみなされた。

恥) 1958年の域内からの輸入Vェアが80%以上ないし20%以下の品目。この

ばあいジヱアの低い地域の供給体制が同様に未成熟とみなされる。

以上のようにして品目を選別した結果残った品目数は各国について約70品目

となれ これらについて国別及び商品類別 (s1 T C 1桁分類別)に相関係数を

計算した結果は第5表の通りである。

第 E表 内外関税差と域内輸入集中係数との同町相関係数

S 1 TC*、

ケース (N)

内州関税斧平均

相関係数(r ) 

ド イ ツ

77 

R.93 

0.09 

フランス

オフソダ

71 

9.80 
0.10 

キ S I T C 5 化学工業製品

G 原料別製品

7 機械・輸送具

8 雑製品
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それによると， 1965年の工業品にかんする域内外関税格差は平均して 9%を

かなり上廻る水準であったが，各商品における関税格差と域内輸入集中係数と

の相関は，工業品類1I1jでみても工業品全体でみても殆んどのばあいきわめてあ

りそうにない。 ただ例外的にフヲンスおよびオランダの機械・輸送具 (S1 

TC7類)におし、では 0.01の信頼度においても有恵の相関の存在が示唆されて

いるのみである。

以下で類似した問題を扱った業績をふりかえりつつ，いまの結果の意味を確

かめてみよう。

N EECの貿易転換効果にかんする議論

筆者が上述のように1961年までのデータにもとづいて調査を行なった頃には，

EE Cの発足当初でもあり，域内貿易の増大が注目壱浴びていた。しかしこの

現象をたちいって研究した論著では域内貿易の増大を EECの関税措置に帰す

ることを否定する議論がかなり多かった')。 その推論の代表的な根拠は EEC

結成以前にも域内貿易の増大の傾向がみられ，結成後の動きもそのすうせいの

限度内にあるというのであった。その後， EECの進展と共にデータは次第に

豊富になしこの問題のたちいうた研究が生しづっ現われて来た。その代表的

なものの一つは， Verdoorn氏と Meyerzu Schlochtern氏の共同論文であろ

うぺそこでは，両氏は貿易転換にかんする問題点をつぎのようにのべてし、る。

すなわち， 1956年に対する 1962年の主要各国の輸出の成長率は 143から 264に

わたって国別ないし地域別の格差が大きレので，共同市場の効果を専ら輸入シ

ェアの変化のみで見積もることを困難にしている。そこで，たとえばE F T A

のEEC向け輸出価額指数は EEC相互間貿易のそれよりも低いが， EFT  A 

5) U. N.， World Ec叩 omicSur叩 y.1961; The Common Market: Productioll and Trade 

National Inslitute Economic Review. Aug. 1962 永川需男， REC効果は上司たか. r貿易E

関税J1962年10月号，荒木信義， EECの貿易に及目した影響 「財政金融統計月報」第138号。
6) P.]. Verdoorn.and ]. M. Meyer zu Schlochtern. Trade Creahon and Trade Dive四 wn

In the Common Market， College d'Europe， 1:ηtegratwn Eurο'peenne et R印 liteEconomique， 
Cahiers de Bruges. Bruges. 1964. p. 101 
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は他地域に対しても輸出S/.:r:アを失っているとし、うのである。かれらによると

その考えられる理由はEFTAの輸出の供給能力が需要に追いつきえないのか，

それとも価格，品質，セ ルスにおける競争力において遅れをとっているのか

であり，要するに EFTAのEECにむける γ ェアの減少は，必ずしも関税引

下げによる貿易転換効果にもとづくものではないのであるo そこで問題を言|量

的にたしかめるために，かれらは，輸入国での輸入需要の増大と輸出国での輸

出供給力の増大との関連においてEECの貿易成長率を検討する加重ジェア指

数η を考察し，これkよってうえの結論告裏づけているのである。

Verdoorll氏と zuSchlochtern 氏の共同論文が1962までのデータにもとづ

いた研究であるのに対して，他の代表的な論文の著者 B.Balassa氏はEEC

前として1953-59年のデータをとれこれを EEC後の1959-65年のデータと

比較しているへかれは， 輸入需要の所得弾力性は経済統合がなければ不変で

あると想定し，それに比べて実際の弾力性の数値が，域内輸入に関して増大じ

ていればグロスの貿易創出効果，また全世界からの輸入にって増大していれば

固有の貿易創出効果が，そして域外からの輸入について減少していれば貿易転

換効果が作用したことになるとみなすのである。かれの検討の結果によると上

述の時期に事後的な輸入需要の弾力性はすべて増加しており，全地域およびE

ECについて貿易創出効果が認められるわけとなれ他方で域外からの輸入に

関する貿易転換効果は，輸入を一括してみると認められないとされる。もっと

も，商品別にみると，化学品やその他の製造品 (S1 T C 6及 8)について貿易

転換が認められるというのである。

η その weightedshare inde演は次のようなものである。
A"1_~Mはーμ;j-!3dJ
" (1 ん1)崎+(1向1)B)

ただし XiJ: j国から 4国への輸入価額指数(1956=100)
μiJ : i国の基準年輸入におけるj国のシヱア
siJ : j園の基準年輸出における z国向けのシェア
M， 包園の総輸入額指数
Bj:j国の総輸出額指数

8) B. Balassa“Trade Creation and Trade Diversion in the European Common Marl日 γ，

The Ec仰 omuJournal， Marc溢 1967，p. 5 
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Balassa氏はEEC結成後の輸入に事後的にみられる商品別の輸入の所得弾

力性の増大を共同市場効果と名付けて，輸入の商品構成の変化に関する競争効

果と区別し，全体として貿易転換効果が認められないのはこの共同市場効果以

外では説明できぬとしている。この点にかんしてかれが強調していることは，

EECの形成が貿易の大いさに影響するのは単に実際に行なわれた関税引下げ

を通じてのみであるのではないこと，むしろ，将来の関税引下げの予見や事態

の逆転にたいする保障の程度などもまた生産・投資・貿易の決定に影響する要

因 Cあるということである九

V 要約

うえにみたVenlooTnとMeyerzu Schlochtern両氏の共同論文と B.Balassa 

氏の論文をでは，問題正した貿易転換の内容はそれぞれ異なるし，本稿で土り

あげた輸入の域内集中係数と域内外関税格差との相関は，また，そのいつれと

も異なる側面で問題をとりあげている。しかし，その検討の結論はほぼ同様の f

事態を明らかにしたものと解することができょう o

Verdoorn氏らの共同論文は，同一国の加重シェア指数の対EECと対域外

の大いさの比較で貿易転換の存否を判断しようとし， Balassa氏はEECの輸

入の所得弾力性が相手地域別でEEC結成の前後で増減があるか否かを貿易転

換効果存在の判定の基準としたのである。前者のばあいには基準時点での各地

域の輸出供給能力が各種の γ ェアの形で指数の要素として織り込まれており，

後者のばあい， EEC結成前の各地域の供給能力の変化がーつの原因として反

映している輸入需要の所得弾力性を判定の基準としているのである。これに対

して本稿のばあいにはEECの商品別の輸入γzアの変化が関税格差の大し、さ

と相闘があるばあいを貿易転換とみなして，細目商品の Vベノレでの検討を行な

ったわけである。

このようにこれらの作業は問題の設定において異なヮたものがあるけれども少

9) Ibid.， p. 15の注。
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その結果は次のような大筋においては同様の結論を示しているものといえるだ

ろう。すなわち. EECにおいては，工業品の全体としての輸入動向において，

少なくとも発足以来10年足らずの聞は，関税同盟の差別的な効果は大した役割

壱演じて来なかったといえるだろう。そのはあい，域内貿易のシェアの増大を

もたらした要囚としてはすでに前節で紹介した 2ワの論文があげてし、るものが

妥当なものといえるだろう。一般的にし、えばEECの結成以来EEC諸国の資

本ないし産業の供給能力を含めた競争能力が相対的に高まったことによるもの

と考えられる。とのととは， EECがその結成時において，防衛的であるより

もむしろ桃戦的な性格舎もっていたといろ筆者の見解1めにも合致するものであ

る。

このように競争条件の変化が著しいということは，たんにEECの加盟国と

域外諸国との関連で認められるばかりではなく. EEC加盟国相互間について

も認められるのである。域外諸国全体との相対的な関係で競争力を増大したE

ECは，その内部相互間においてこのような関係をひきおこすことは当然予想

されることである。この点の詳しい検討についてはすでに発表したので山ここ

では要j均的に述べるにとどめたい。

B_ Ba]assa 氏は別の論文で1958年と 1963竿とについて工業品91品目の域内

への輸出額のもっとも大きかった国 (dominantsupplier) の域内貿易に占める

γ ェアを比較して. 1963年にはむしろその S/::J:.アが減少したことを指摘してい

る問。筆者はこれにヒン卜をえて.1958年と 196邑年について工業品342晶同 (S1 

TC4桁〉の域内供給 1位固とそのシェア壱比較したが，そのうち107品目では

域内供給1位国の交替がみられ，また，両年度を通じて同ーの国が1位国の地位

を保った 235品目においてもそのシェアが減少したケ スの方が多く全体とし

ての 1位国の γ ヱアの平均もまた減少しているのである。このことは域内諸国

10) 上掲洋 2)の拙稿の第1節「経慣統合の論理」を参照。

11) 上掲拙稿， p. 10 またよりくわしく仕阿部統 行沢健三「世界経済の再編成」筑摩書房z

1968年. p. 118多参照。

12) B. Balassa， Tari:ff Reductions and Trade in Manuf.actures among IndustrIal Countries， 

Amerir;;潟 nE，印循ω"“Revieω June 1966 
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相互間の競争の激化，部門聞の生産力の不均等な発展を推測せしめるのである。

なお，付論的にここでの産業類別の調査結果と B.Balassa氏の調査結果と

の対照について言及しておきたい。 Nで紹介したように Balassa氏の作業では

商品類別に検討すると「化学品」ゃ「その他の工業品」では貿易転換効果が認

められることになっているo しかるに，本稿での作業では第5表でみるように

それに対応する STIC5および 8の相関係数はどの国でも最も低い部類に属

する o このちがし、は，その類の商品を一括してEEC前の輸入需要の所得弾力

性を供給相手国別に捉え. EECの結成がなければその数値が変らなかった筈

だという想定のうえで貿易転換効果を捉える同氏の作業仮説と，本稿での作業

の問題の設定の相違にもとづくものであると解される。

また Balassa氏はそのすぐあ左で， 機械・輸送具では域外かιの供給の

相対的に土り急速な増加し、わゆる“ externaltrade creation" が認められる

と一旦は述べながら，続いて，これは輸送具に関しては EEC結成後の調査基

準年となった1959年の特殊事情によるのであって. 1959年の代りに1958-60年

平均をとって計算したばあいには逆に貿易転換が認められるとしている。これ

は，この種の作業における基準年設定の問題点を示唆するのであるが，このあ

との指摘は，本稿での作業で，フランス，オランダの機械・輸送具については

いわば貿易転換の存在を示唆する有意の相関が指摘されたのと考え併せると興

味を惹くものがある o しかし本稿での作業のばあい，他の国については有意の

相関が認め難いので，ここから何らかの結論をひき出すことはさし控え，全体

として， うえに述べたような結論を述べるにとどめたい。


